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Ⅲ章 安全上重要な機器・配管系の耐震安全性評価

１．基本方針

２．床応答スペクトル

３．減衰定数

４．応答倍率法による評価

５．評価基準値

６．機器・配管系の耐震安全性評価結果

７．今後の予定
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■ 動的機能維持評価（伊方３号機）

■ 構造強度評価（伊方３号機）

絶対値和法／SRSS法応答倍率法：②
原動機取付
ボルト※２

応答倍率法：②

応答倍率法：②

応答倍率法：①

応答倍率法：②

応答倍率法：②

応答倍率法：②

応答倍率法：②

評価方法※１

絶対値和法／SRSS法

絶対値和法／SRSS法

絶対値和法／SRSS法

絶対値和法／SRSS法

絶対値和法／SRSS法

絶対値和法／SRSS法

絶対値和法／SRSS法

水平・鉛直方向の
地震力の組合せ法

［工認時／耐震ＢＣ時］

本 体原子炉格納容器

支持構造物原子炉容器
閉じ込める

本 体余熱除去設備配管

基礎ボルト

余熱除去ポンプ

本 体一次冷却材管

支持構造物蒸気発生器

冷やす JEAG4601-1984
許容応力状態

ⅣAS

炉心そう炉内構造物止める

評価基準評価部位評価対象施設区分

※１ ①：方法①（地震による発生値のみに応答比を乗じる方法）による評価，②：方法②（発生値全てに応答比を乗じる方法）による評価
※２ 参考までに，ポンプ本体を除く支持構造物の評価部位を示す。

応答倍率法：①

評価方法※１

2.50秒※２

評価基準

絶対値和法／SRSS法－制御棒（挿入性）止める

水平・鉛直方向の
地震力の組合せ法

［工認時／耐震ＢＣ時］
評価部位評価対象施設区分

※１ ①： 方法①（地震による発生値のみに応答比を乗じる方法）による評価，②：方法②（発生値全てに応答比を乗じる方法）による評価
※２ 制御棒クラスタ落下開始から全ストロークの85%挿入までの時間（2.20秒）に電流遮断時から制御棒クラスタの駆動軸が制御棒駆動

装置のラッチを離れるまでの時間（0.30秒）を加えた時間

機器毎の評価方法まとめ
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評価結果
発生値は評価基準値を満足しており，耐震安全性が確保されていることを確認

②SS41 1762101040引張応力
原動機取付
ボルト※２

132

170

343

40

329.9

49

329.9

温度
[℃]

②

②

①

②

②

②

②

評価
方法※１

ⅢAS(参考)

35135160SGV49一次応力本 体原子炉格納容器

421465274SFVQ1A支圧応力支持構造物原子炉容器
閉じ込める

256343176SUS316TP一次応力本 体余熱除去設備配管

1762101SS41引張応力基礎ボルト

余熱除去ポンプ

260348117SCS14A一次応力本 体一次冷却材管

737956SM50B圧縮応力支持構造物蒸気発生器

冷やす

25239190SUS304膜＋曲げ炉心そう炉内構造物止める

ⅣAS

発生値
[N/mm2]

材料

評価基準値
[N/mm2]

応力分類評価部位評価対象設備区分

※１ 方法①（地震による発生値のみに応答比を乗じる方法）による評価
方法②（発生値全てに応答比を乗じる方法）による評価

※２ 参考までに，ポンプ本体を除く支持構造物の評価結果を示す。
※３ 安全評価の解析条件である制御棒クラスタ落下開始から全ストロークの85％挿入

までの時間2.2秒に電流遮断時から制御棒クラスタの駆動軸が制御棒駆動装置の
ラッチを離れるまでの時間0.30秒を加えた2.50秒を制御棒挿入性の評価における
規定時間とする。

①

評価
方法※１

2.502.03制御棒（挿入性）止める

発生値
[秒]

評価基準値※３

[秒]
評価対象設備区分

■ 動的機能維持評価結果（伊方３号機）

■ 構造強度評価結果（伊方３号機）

（参考）
基準地震動Ｓsによる評価対象設備の発生
応力については，弾性範囲（許容応力状態：
ⅢAS ）に収まっていることを確認した。
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「応答倍率法」を適用する際，各設備の評価に用いた床応答スペクトルが原子炉建屋および原子炉補助建屋の地
震応答解析モデルのどの質点のものに対応するか整理した結果を示す。 （表－１，図－１，２参照）

また，中間報告評価対象設備の評価結果（応答比算定方法および床応答スペクトル）を示す。 （図－３参照）

【参考】応答倍率法による評価結果（詳細）

表－１ 中間報告時の評価に用いた床応答スペクトル
（建屋地震応答解析モデルの質点番号で整理）

構造強度評価

水平 24

鉛直 24

水平 23

鉛直 23

水平 24

鉛直 24

水平 23

鉛直 23

水平 11

鉛直 11

水平 24,25

鉛直 24,25

水平 45

鉛直 45

動的機能維持評価

水平 24

鉛直 24

※１：耐震バックチェック中間報告時の建屋地震応答解析モデルで対応する質点番号
　　　を示す。
※２：参考までに，ポンプ本体を除く支持構造物の評価部位を示す。

備　考
（質点選定の考え方）

備　考
（質点選定の考え方）

当該設備設置レベル付近の質点を選定

当該設備設置レベル付近の質点を選定

当該設備を内包する原子炉容器と同じ
質点を選定

当該設備と連結される蒸気発生器
と同じ質点を選定

当該設備設置レベル付近の質点を選定

当該設備設置レベル付近(複数フロア)
の全質点を選定

当該設備設置レベル付近の質点を選定

評価対象設備 評価部位

制御棒

方向

挿入性 原子炉建屋

設置建屋 質点※１

番号

当該設備が挿入される原子炉容器と
同じ質点を選定

方向評価対象設備 評価部位 質点※１

番号
設置建屋

原子炉建屋

原子炉建屋

原子炉建屋

原子炉容器 支持構造物

原子炉建屋

原子炉補助建屋

蒸気発生器 支持構造物

炉内構造物 炉心そう

余熱除去
ポンプ

基礎ボルト
（原動機取付

ボルト※２）

一次冷却材管 本体

余熱除去設備
配管

本体

原子炉建屋
原子炉

格納容器

原子炉建屋

本体
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図－１ 原子炉建屋地震応答解析モデル

   

(C/V) 

(O/S) 

(FH/B) 

(I/C) 

(S/G) 

(RE/B)) 

：それぞれ，評価対象設備の

評価に用いる床応答スペク

トルを策定した，建屋地震応

答解析モデルにおける質点

位置（質点番号）を示します。

  

(C/V)

(O/S)

(S/G)

(I/C)

(FH/B)

(RE/B)

：それぞれ，評価対象設備の

評価に用いる床応答スペク

トルを策定した，建屋地震応

答解析モデルにおける質点

位置（質点番号）を示します。

(水平方向) (鉛直方向) 

【参考】応答倍率法による評価結果（詳細）
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図－２ 原子炉補助建屋地震応答解析モデル

  

(D/G)

(A/B)

原子炉補助建屋

ディーゼル発電機
支持架台

：評価対象設備の評価に用いる床応答スペク

トルを策定した，建屋地震応答解析モデル

における質点位置（質点番号）を示します。

(A/B)

(D/G)

原子炉補助建屋

ディーゼル発電機
支持架台

：評価対象設備の評価に用いる床応答スペク

トルを策定した，建屋地震応答解析モデル

における質点位置（質点番号）を示します。

(水平方向) (鉛直方向) 

【参考】応答倍率法による評価結果（詳細）
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各設備の応答倍率法による評価【①原子炉容器】[支持構造物]
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)
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AssV

床応答スペクトル[水平方向：減衰1%] 床応答スペクトル[鉛直方向：減衰1%]

基準地震動Ssによる発生値の算出および評価基準値との比較

記号説明

応答加速度[単位:G]
　AssH:基準地震動Ss(水平)

　As2H:基準地震動S2(水平)

　AssV:基準地震動Ss(鉛直)

　As2V:基準地震動S2(鉛直)

　　　 基準地震動Ss-1
       基準地震動Ss-2

       基準地震動S2

          設備の1次固有周期

　　　 最大応答比となる
　　　 設備の固有周期

凡例

図－３（１／９） 各設備の応答倍率法による評価

設置建屋：原子炉建屋

質点番号：24

【参考】応答倍率法による評価結果（詳細）
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各設備の応答倍率法による評価【②蒸気発生器】[支持構造物]

図－３（２／９） 各設備の応答倍率法による評価
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床応答スペクトル[水平方向：減衰3%] 床応答スペクトル[鉛直方向：減衰1%]

基準地震動Ssによる発生値の算出および評価基準値との比較

記号説明

応答加速度[単位:G]
　AssH:基準地震動Ss(水平)

　As2H:基準地震動S2(水平)

　AssV:基準地震動Ss(鉛直)

　As2V:基準地震動S2(鉛直)

　　　 基準地震動Ss-1
       基準地震動Ss-2

       基準地震動S2

          設備の1次固有周期

　　　 最大応答比となる
　　　 設備の固有周期

凡例

設置建屋：原子炉建屋

質点番号：23

【参考】応答倍率法による評価結果（詳細）
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各設備の応答倍率法による評価【③炉内構造物】[炉心そう]

図－３（３／９） 各設備の応答倍率法による評価
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基準地震動Ssによる発生値の算出および評価基準値との比較

記号説明

応答加速度[単位:G]
　AssH:基準地震動Ss(水平)

　As2H:基準地震動S2(水平)

　AssV:基準地震動Ss(鉛直)

　As2V:基準地震動S2(鉛直)

　　　 基準地震動Ss-1
       基準地震動Ss-2

       基準地震動S2

          設備の1次固有周期

　　　 最大応答比となる
　　　 設備の固有周期

凡例

設置建屋：原子炉建屋

質点番号：24

【参考】応答倍率法による評価結果（詳細）
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各設備の応答倍率法による評価【④一次冷却材管】[本体]

図－３（４／９） 各設備の応答倍率法による評価
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基準地震動Ssによる発生値の算出および評価基準値との比較

床応答スペクトル[鉛直方向：減衰1%]

記号説明

応答加速度[単位:G]
　AssH:基準地震動Ss(水平)

　As2H:基準地震動S2(水平)

　AssV:基準地震動Ss(鉛直)

　As2V:基準地震動S2(鉛直)

　　　 基準地震動Ss-1
       基準地震動Ss-2

       基準地震動S2

          設備の1次固有周期

　　　 最大応答比となる
　　　 設備の固有周期

凡例

設置建屋：原子炉建屋

質点番号：23

【参考】応答倍率法による評価結果（詳細）
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各設備の応答倍率法による評価【⑤余熱除去ポンプ】[基礎ボルト]

図－３（５／９） 各設備の応答倍率法による評価

設置建屋：原子炉補助建屋

質点番号：11

【参考】応答倍率法による評価結果（詳細）
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基準地震動Ssによる発生値の算出および評価基準値との比較

床応答スペクトル[鉛直方向：減衰1%]

　　　 基準地震動Ss-1
　　　 基準地震動Ss-2

　　　 基準地震動S2
　　　 設備の1次固有周期

凡例

記号説明

応答加速度[単位:G]
　AssH:基準地震動Ss(水平)

　As2H:基準地震動S2(水平)

　AssV:基準地震動Ss(鉛直)

　As2V:基準地震動S2(鉛直)
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基準地震動Ssによる発生値の算出および評価基準値との比較

床応答スペクトル[鉛直方向：減衰1%]

　　　 基準地震動Ss-1
　　　 基準地震動Ss-2

　　　 基準地震動S2
　　　 設備の1次固有周期

凡例

記号説明

応答加速度[単位:G]
　AssH:基準地震動Ss(水平)

　As2H:基準地震動S2(水平)

　AssV:基準地震動Ss(鉛直)

　As2V:基準地震動S2(鉛直)
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各設備の応答倍率法による評価【⑤余熱除去ポンプ】[原動機取付ボルト]

図－３（６／９） 各設備の応答倍率法による評価

設置建屋：原子炉補助建屋

質点番号：11

【参考】応答倍率法による評価結果（詳細）
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基準地震動Ssによる発生値の算出および評価基準値との比較

床応答スペクトル[鉛直方向：減衰1%]

　　　 基準地震動Ss-1
　　　 基準地震動Ss-2

　　　 基準地震動S2
　　　 設備の1次固有周期

凡例

記号説明

応答加速度[単位:G]
　AssH:基準地震動Ss(水平)

　As2H:基準地震動S2(水平)

　AssV:基準地震動Ss(鉛直)

　As2V:基準地震動S2(鉛直)
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基準地震動Ssによる発生値の算出および評価基準値との比較

床応答スペクトル[鉛直方向：減衰1%]

　　　 基準地震動Ss-1
　　　 基準地震動Ss-2

　　　 基準地震動S2
　　　 設備の1次固有周期

凡例

記号説明

応答加速度[単位:G]
　AssH:基準地震動Ss(水平)

　As2H:基準地震動S2(水平)

　AssV:基準地震動Ss(鉛直)

　As2V:基準地震動S2(鉛直)
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各設備の応答倍率法による評価【⑥余熱除去設備配管】[本体]

図－３（７／９） 各設備の応答倍率法による評価
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基準地震動Ssによる発生値の算出および評価基準値との比較

記号説明

応答加速度[単位:G]
　AssH:基準地震動Ss(水平)

　As2H:基準地震動S2(水平)

　AssV:基準地震動Ss(鉛直)

　As2V:基準地震動S2(鉛直)

　　　 基準地震動Ss-1
       基準地震動Ss-2

       基準地震動S2

          設備の1次固有周期

　　　 最大応答比となる
　　　 設備の固有周期

凡例

設置建屋：原子炉建屋

質点番号：24，25（各質点で

の床応答スペクトルを包絡した

もので評価（S2，Ss））を策定

【参考】応答倍率法による評価結果（詳細）
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各設備の応答倍率法による評価【⑦原子炉格納容器】[本体]

図－３（８／９） 各設備の応答倍率法による評価
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基準地震動Ssによる発生値の算出および評価基準値との比較

＜

記号説明

応答加速度[単位:G]
　AssH:基準地震動Ss(水平)

　As2H:基準地震動S2(水平)

　AssV:基準地震動Ss(鉛直)

　As2V:基準地震動S2(鉛直)

　　　 基準地震動Ss-1
       基準地震動Ss-2

       基準地震動S2

          設備の1次固有周期

　　　 最大応答比となる
　　　 設備の固有周期

凡例

設置建屋：原子炉建屋

質点番号：45

【参考】応答倍率法による評価結果（詳細）
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各設備の応答倍率法による評価【⑧制御棒（挿入性）】

図－３（９／９） 各設備の応答倍率法による評価
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基準地震動Ss時の挿入時間の算出および評価基準値との比較

記号説明

応答加速度[単位:G]
　AssH:基準地震動Ss(水平)

　As2H:基準地震動S2(水平)

　AssV:基準地震動Ss(鉛直)

　As2V:基準地震動S2(鉛直)

　　　 基準地震動Ss-1
       基準地震動Ss-2

       基準地震動S2

          設備の1次固有周期

　　　 最大応答比となる
　　　 設備の固有周期

凡例

設置建屋：原子炉建屋

質点番号：24

【参考】応答倍率法による評価結果（詳細）

鉛直地震力が制御棒挿入性に与える影響は，解析および試験から水平地震力に比べ十分小さいと考えられる。
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Ⅲ章 安全上重要な機器・配管系の耐震安全性評価

１．基本方針

２．床応答スペクトル

３．減衰定数

４．応答倍率法による評価

５．評価基準値

６．機器・配管系の耐震安全性評価結果

７．今後の予定
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今後の予定（本報告（補正）までの検討）

【本報告（補正）までの検討】

（１） 中間報告における主要８施設以外の安全上重要な施設に係る耐震安全性
についても評価する。

（２） 主要８施設の中間報告における評価対象部位以外の部位についても評価
する。

（３） 鉛直方向入力も含めて，「詳細法」を適用して評価する。
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【構造AサブWGにおける主な審議事項等】

[1]水平方向および鉛直方向の地震力の組合せ方法

[2]鉛直方向床応答スペクトルの拡幅率の検討

[3]耐震バックチェック建屋モデルに対する基準地震動Ｓ２

およびＳｓによる応答解析の検討

[4]余熱除去設備配管の減衰定数の設定の考え方について

[5]応答倍率法による制御棒の挿入性評価について

[6]応答倍率法による評価結果の安全性について

[7]シミュレーション解析結果に基づく機器評価の影響検討
（構造ＷＧにおける他サイトの審議を踏まえ追加）
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[1]水平方向および鉛直方向の地震力の組合せ方法

○既往評価（工認時の耐震計算書）では，地震により構造物に生じる荷重を，水平および鉛直地震動各々
により発生した最大荷重の絶対値を組合わす「絶対値和法」を用いている。

○また，新耐震指針に照らした耐震安全性評価においては，地震により構造物に生じる荷重を，水平および
鉛直地震動各々により発生した最大荷重の二乗和平方根として組合わす「二乗和平方根（SRSS）法」を
用いることとしている。
この方法は，水平および鉛直地震動を同時に入力した場合の最大荷重との比較において平均的な値を与
え，設備における荷重分布は水平および鉛直地震動を同時に入力した場合の最大荷重分布に近い傾向
を示すものである。

【参 考】日本電気協会「機器・配管系検討会No.10-4-1，平成18年6月9日」（抜粋）
水平および鉛直地震動による荷重をSRSS法により組合せた場合と水平および鉛直地震動を同時に入力

する時刻歴法による場合とで比較した結果，以下を確認している
(1) 水平および鉛直地震動各々に対する設備の応答は，最大値発生時刻に差があることから，互いに相関

が小さい。
(2) SRSS法による応答が同時入力の時刻歴法による応答を下回る地震発生時間中の頻度は小さく，実機

配管系を例に解析した結果では0.1％未満であった。
(3) 実機配管系において，水平および鉛直地震動による荷重とSRSS法と同時入力の時刻歴法で比較した

ところ，最大応力発生点およびこれに準ずる比較的応力の高い評価点では，SRSS法が時刻歴法より大
きな応力となった。配管系全体にわたっては，SRSS法による応力は時刻歴法による応力を中心にばら
つき，平均的な応答を与えた。

以上より，水平地震動と鉛直地震動による地震荷重の組合せ方法として，SRSS法を用いて差し支えない。
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参考図 時刻歴法による応力とSRSSによる応力の比較（実機配管例）（注）

■時刻歴法による応力とＳＲＳＳによる応力の比較
（実機配管例）

配管系は，容器等他のタイプの構造に比較して，鉛直
地震動による荷重と水平地震動による荷重の比が相対
的に大きくなると考えられる。そのため，実機配管系にお
いて，水平および鉛直地震動による荷重をSRSS法により
組合せた場合と同時入力時刻歴法により求めた場合と
で比較した。

参考図に示すように，SRSS法による応力は時刻歴法
による応力を中心にばらついており，平均的に模擬した応
答(約-15%～+40%)を与えている。
また，最大応力発生点およびこれに準ずる比較的応力

の高い評価点で，SRSS法による応力が同時入力時刻歴
法による応力を上回っている。

注：出典
（社）日本電気協会「水平地震動と鉛直地震動による荷重の組合せ法に関する
検討」，第10回機器・配管系検討会資料No.10-4-1，平成18年6月9日

高応力発生箇所

[1]水平方向および鉛直方向の地震力の組合せ方法
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●検討方針
既往評価において実績のある水平方向の拡幅率（±10％）と同様に，鉛直方向についても周期

軸方向に±10％拡幅し床応答スペクトルを算定することについて，剛性の変動幅を考慮しても，
拡幅率を10％とした場合にカバーできる範囲に入っているかを検討。

●検討項目
① 設置岩盤のせん断波速度による地盤剛性の変動幅
② 原子炉建屋のコンクリート実強度による建屋剛性の変動幅
③ 原子炉建屋内の補助壁の断面積を加えた建屋剛性の変動幅

●検討結果
・実機の地盤および建屋剛性の変動は，地盤剛性の変動が±20%，建屋剛性の変動が+20%程度
であり，床応答スペクトルの拡幅率10%でカバーされる変動幅以内である。

・補助壁の剛性を考慮するか否かが建屋全体の応答の変動に及ぼす影響は小さい。

→鉛直方向の拡幅率を±10％で算定することは妥当である。

[2]鉛直方向床応答スペクトルの拡幅率の検討
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① 設置岩盤のせん断波速度による地盤剛性の変動幅

３号機建設時の試掘孔内弾性波試験に基づく地盤のせん断波速度測定値を処理した結果，平均値2.6km/s，
標準偏差は0.2km/s，変動係数（標準偏差/平均値）は0.09となった。これより，地盤剛性（地盤ばね剛性）の変
動係数は0.18となる。 （表－１参照）

この地盤剛性の変動は，床応答スペクトルの拡幅率10%でカバーできる変動幅※（50％）以内である。
※：「別紙」，第29回耐震設計分科会資料（平成20年1月18日）参照。

 標準偏差 変動係数
（標準偏差/平均値）

備考

地盤のせん断波速度
（Vs）

0.2km/s 0.09
３号機建設時
（７データ）

平均値

2.6km/s
（設計値）

地盤剛性
（地盤ばね剛性）

0.18 地盤剛性∝(Vs)2の関係
から算出

表－１ 地盤剛性の変動

[2]鉛直方向床応答スペクトルの拡幅率の検討
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② 原子炉建屋のコンクリート実強度による建屋剛性の変動幅

ＢＣモデルでは，下式に示す日本建築学会コンクリート構造計算規準に基づきヤング係数を算定しており，この式
によりコンクリート剛性の変動を評価した。

なお，伊方３号機では実機から採取したコアによる圧縮強度試験データがないことから，伊方３号機建設時に作
成したモニタリング用供試体から取得した圧縮強度データを元にコンクリート強度について評価した。

圧縮強度の平均値は43.8N/mm2と設計基準強度26.5N/mm2の1.66倍となった。これより，コンクリート剛性
（ヤング係数）の平均値は2.77×104N/mm2となり，ＢＣモデル（2.34×104N/mm2）に対して1.18倍となる。

（表－２参照）

この建屋剛性の変動は，床応答スペクトルの拡幅率10%でカバーできる変動幅※（30％）以内である。
※：「別紙」，第29回耐震設計分科会資料（平成20年1月18日）参照。

：設計基準強度　　　ここで，　γ
γ ３

１
２

４ Fc23,
60
Fc

24
1035.3)/( 2 =⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛×⎟

⎠
⎞

⎜
⎝
⎛××=mmNE

標準偏差 変動係数
（標準偏差/平均値）

備考

コンクリート強度
(Fc)

3.3N/mm2 0.08
モニタリング用供試体
１年目試験結果
（２１データ）

コンクリート剛性
（ヤング係数）

0.07×104N/mm2 0.03
建屋剛性∝(Fc)1/3の関係
から算出

平均値

43.8N/mm2

（設計の1.66倍）

2.77×104N/mm2

（設計の1.18倍）

表－２ 建屋剛性の変動

[2]鉛直方向床応答スペクトルの拡幅率の検討
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（１）補助壁を考慮した場合の建屋剛性の変動
伊方３号機原子炉建屋解析モデルにおいては，原子炉周辺補機棟内に耐震壁として剛性評価していない壁

（以下「補助壁」という）があるが，これら補助壁の断面積を加えて建屋剛性を評価した結果，原子炉周辺補機
棟全体では，約10%程度の増加になった。 （表－３参照）

この変動は床応答スペクトルの拡幅率10%でカバーされる建屋剛性の変動幅※（30％）以内である。
※：「別紙」，第29回耐震設計分科会資料（平成20年1月18日）参照。

③ 原子炉建屋内の補助壁の断面積を加えた建屋剛性の変動幅

①耐震壁

(m2)

②補助壁

(m2)

①＋②
①

①耐震壁

(m2)

②補助壁

(m2)

①＋②
①

①耐震壁

(m2)

②補助壁

(m2)

①＋②
①

EL46.8m
～39.5m

69.94 13.14 1.19 88.95 5.91 1.07 160.53 17.93 1.11

EL39.5m
～36.8m

90.09 29.86 1.33 92.13 44.64 1.48 253.89 21.28 1.08

EL36.8m
～32.3m

134.25 55.55 1.41 134.66 57.20 1.42 339.87 56.77 1.17

EL32.3m
～24.0m

409.07 6.93 1.02 401.38 19.09 1.05 740.31 28.51 1.04

EL24.0m
～17.0m

424.28 14.19 1.03 409.04 12.19 1.03 762.48 29.98 1.04

EL17.0m
～10.0m

435.01 24.19 1.06 425.51 31.08 1.07 796.60 46.43 1.06

計 1562.64 143.86 1.09 1551.67 170.11 1.11 3053.68 200.90 1.07

部位

Ｚ（ＵＤ）方向Ｘ（ＥＷ）方向 Ｙ（ＮＳ）方向

表－３ 原子炉周辺補機棟の剛性評価断面積

[2]鉛直方向床応答スペクトルの拡幅率の検討

原子炉周辺補機棟の固有値解析も実施
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表－４ 固有値解析結果

※（）内は，ＢＣモデルに対する比率

（２）固有値解析結果

（１）の結果を踏まえ，補助壁による建屋剛性を考慮した固有値解析を実施した結果，ＢＣモデルに対する各
モードの固有振動数の変動は最大でも数％程度であった。 （表－４参照）

③ 原子炉建屋内の補助壁の断面積を加えた建屋剛性の変動幅

●補助壁の剛性を考慮するか否かが建屋全体の応答の変動に及ぼす影響は小さい。

(1.00)(1.01)(1.04)
32.75

32.71
16.57

16.44
18.39

17.748

(1.00)(1.00)(1.00)
24.12

24.03
14.42

14.41
14.50

14.507

(1.00)(1.02)(1.00)
23.87

23.86
9.94

9.75
13.88

13.866

(1.00)(1.00)(1.01)
22.17

22.13
8.98

8.94
9.64

9.505

(1.00)(1.00)(1.00)
17.85

17.80
6.23

6.23
8.10

8.104

(1.01)(1.00)(1.02)
16.91

16.77
5.14

5.12
7.22

7.103

(1.00)(1.00)(1.00)
16.05

16.00
4.24

4.23
6.23

6.232

(1.00)(1.00)(1.00)
12.07

12.07
1.76

1.76
4.68

4.681

補助壁
考慮

ＢＣ
モデル

補助壁
考慮

ＢＣ
モデル

補助壁
考慮

ＢＣ
モデル

Ｚ（ＵＤ）方向
固有振動数（Ｈｚ）

Ｙ（ＮＳ）方向
固有振動数（Ｈｚ）

Ｘ（ＥＷ）方向
固有振動数（Ｈｚ）

次数

[2]鉛直方向床応答スペクトルの拡幅率の検討
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第29回耐震設計分科会資料より抜粋

（平成20年1月18日）

[2]鉛直方向床応答スペクトルの拡幅率の検討
別 紙
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第29回耐震設計分科会資料より抜粋

（平成20年1月18日）

[2]鉛直方向床応答スペクトルの拡幅率の検討
別 紙
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第29回耐震設計分科会資料より抜粋

（平成20年1月18日）

[2]鉛直方向床応答スペクトルの拡幅率の検討
別 紙
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[3]耐震バックチェック建屋モデルに対する基準地震動Ｓ２およびＳｓによる応答解析の検討

●中間報告（伊方３号機）の評価対象設備に対して，応答倍率法を適用して応答比を算定する際，
内部コンクリートの質点における基準地震動Ｓ２および基準地震動Ss-1による床応答スペクトル
（減衰定数：１％）を用いている。

●耐震バックチェック建屋モデル（ＢＣモデル）の基準地震動ＳsおよびＳ２による応答解析結果を比
較すると，主に約５Hz～10Hzの周期帯域で基準地震動Ｓsによる床応答スペクトルがＳ２による
それと同等か下回っている。 （図－１参照）

図－１ 床応答スペクトル（内部コンクリートEL.+24.0m）

基準地震動の模擬地震波策定に係る設計用
床応答スペクトルに対する適合性の観点から検討
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●基準地震動Ｓsの模擬地震波
作成する際の設計用応答スペクトルに対する適合性検討を減衰定数として５％ととる場合に加え，
１％ととる場合についても実施し，スペクトルの適合度を高めた。（２価フィッティング）

→この結果，減衰定数１％の床応答スペクトルにおいて，主に約５Ｈz～10Hzの周波数帯域
での変動が抑えられている。 （図－２参照）

図－２ 基準地震動Ｓ２および基準地震動Ss-1Hの応答スペクトル（減衰定数：５％，１％）

[3]耐震バックチェック建屋モデルに対する基準地震動Ｓ２およびＳｓによる応答解析の検討

(h=0.01)(h=0.05)
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[4]余熱除去設備配管の減衰定数の設定の考え方について

余熱除去設備配管（ブロック⑫）の水平・鉛直方向の減衰定数の設定の考え方を以下に示す。
建設工認時の余熱除去設備配管（ブロック⑫）の地震応答解析モデルを示す。 （図－１参照）
当該ブロックは，一次冷却材管に接続するステンレス鋼製の高温配管であり，全範囲に渡って金

属保温が施工されている。また，当該ブロックについて，減衰定数を設定する際に重要な支持具
の種類・個数を整理した。 （表－１参照）
その結果，建設工認時における当該ブロックの水平方向の減衰定数は，「原子力発電所耐震設

計技術指針（JEAG4601-1987）」に基づき1.5％（配管区分：Ⅱ，保温材有）と設定している。
（「別紙１」参照）

耐震設計審査指針の改訂により，動的鉛直地震動が導入されたが，鉛直方向の減衰定数は，
現行JEAG4601では規定されていないため，中間報告においては，JEAC4601案を参考に水平
方向と同じ1.5％を適用している。 （「別紙２」参照）
また，当該ブロックの支持具について，拘束方向（水平・鉛直）毎に整理した結果を示す。
当該ブロックの支持具は，水平・鉛直方向の振動に対してバランス良く配置されており，振動

モード図からもその状況が確認できる。 （表－２，図－２参照）
したがって，鉛直方向についても，水平方向と同じ減衰定数を設定することは問題ないと考えら

れる。

なお，参考までに，当該ブロックの水平方向の減衰定数をJEAC4601案に基づき算定した場合，
1.5％（配管区分：Ⅱ，保温材有（金属保温材使用割合が40％を超える場合））であり，建設工認
時と同じ値となる。 （「別紙２」参照）

配管系の減衰定数の設定に係る補足説明は，添付－１「配管系の減衰定数について」参照。
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①
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④
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⑪

⑫

ｚ

ｘ

ｙ

図－１ 余熱除去設備配管（ブロック⑫）
の地震応答解析モデル

６
②，③，④，⑤，
⑥，⑦

ロッド式
レストレイント
（コンロッド）

ロッド
レストレイント

１⑪スプリングハンガハンガ

３⑧，⑨，⑩メカニカルスナッバスナッバ

個数対象支持具支持具名
支持具タイプ

の分類

表－１ 余熱除去設備配管（ブロック⑫）の支持具

５
―
⑪
③，⑤，⑥，⑦

メカニカルスナッバ
スプリングハンガ
ロッド式レストレイン

鉛直方向
（ｚ）

７
⑧，⑨，⑩
―
②，④，⑤，⑥

メカニカルスナッバ
スプリングハンガ
ロッド式レストレイント

水平方向
（ｘ，ｙ）

個数対象支持具支持具名拘束方向

支持具数合計（アンカーサポートを除く） １０

（注）アンカーサポートを除く。

表－２ 余熱除去設備配管（ブロック⑫）
の支持具拘束方向

[4]余熱除去設備配管の減衰定数の設定の考え方について
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図－２ 余熱除去設備配管（ブロック⑫）
の振動モード図
（伊方３号機建設工認時資料より抜粋）

[4]余熱除去設備配管の減衰定数の設定の考え方について
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伊方３号機 配管系の減衰定数について
（JEAG4601-1987抜粋）

別紙１ 別紙２配管系の減衰定数について
（「水平及び鉛直方向の設計用減衰定数」（社）日本電気協会

第29回耐震設計分科会資料，No.29-4-5-8，平成20年
1月18日）より抜粋

[4]余熱除去設備配管の減衰定数の設定の考え方について
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[5]応答倍率法による制御棒の挿入性評価について

工認時の耐震計算書における地震時の制御棒挿入性評価
では，通常運転時の挿入時間に影響する流体による抗力，
メカニカル抗力，浮力，自重に加え，地震外力による抗力を
考慮して挿入時間を求めている。

制御棒の挿入時間遅れは，構成要素の様々な非線形挙動
の影響を受けるものではあるが，地震時の制御棒挿入性評
価で重要な地震外力による抗力は，燃料集合体等の地震
応答変位量に依存することから，遅れ時間と地震力には相
関性があると考えられる。

中間報告における制御棒の挿入性に関する評価では，独立
行政法人原子力安全基盤機構による知見より，水平方向
の地震入力レベルに対し遅れ時間が比例増加する範囲で
あれば，遅れ時間を比例倍することで概略評価可能である
と考えて，地震による挿入遅れ時間に応答比を乗じて挿入
時間を評価する。

【参考文献】
・独立行政法人原子力安全基盤機構(2006)：平成17年度 原子力施設等
の耐震性評価技術に関する試験及び調査 機器耐力その２（ＰＷＲ制御棒
挿入性）に係る報告書，06 基構報-0001

○計算方法

挿入時間＝（通常時の落下時間）＋

（地震による遅れ時間）× 応答比

※（JNES報告書抜粋）

※：加筆

※

Ｓ２：ＪＮＥＳにおいて，制御棒
挿入性試験用の模擬地
震波として設定したもの。

挿入時間遅れ

通常時の挿入時間
時間遅れ比[％]＝

ＦＡ変位：燃料集合体変位

詳細は，添付－２「伊方発電所３号機 制御棒挿入性の評価における応答倍率法の適用性」参照。
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伊方３号機の既往評価結果（工認時の耐震計算書：基準地
震動Ｓ２［最大加速度値：473ガル］）における制御棒挿入解
析より，Ｓ２地震時の燃料集合体の応答変位は約30mmで
ある。

中間報告における基準地震動Ｓs（最大加速度値：570ガ
ル［基準地震動Ｓ２の約1.2倍］）に対する評価では，JNES文
献データから，地震入力レベルに対して遅れ時間が直線的
に増加する範囲であると判断し，地震による挿入遅れ時間
に応答比を乗じて挿入時間を評価している。

※（JNES報告書抜粋）

※：加筆

Ｓ２：ＪＮＥＳにおいて，制御棒
挿入性試験用の模擬地
震波として設定したもの。

伊方３号機の基準地震動Ｓ２（最大加速度値：４７３ガル）
に対する燃料集合体変位：約３０mm

※
※

挿入時間遅れ

通常時の挿入時間
時間遅れ比[％]＝

ＦＡ変位：燃料集合体変位

鉛直方向の地震力が制御棒挿入性に与える影響について
は，独立行政法人原子力安全基盤機構による知見より，制
御棒挿入性への影響は水平方向の地震力に比べて十分小
さいと考える。

【参考文献】
・独立行政法人原子力安全基盤機構(2006)：平成17年度 原子力施設等
の耐震性評価技術に関する試験及び調査 機器耐力その２（ＰＷＲ制御棒
挿入性）に係る報告書，06 基構報-0001

[5]応答倍率法による制御棒の挿入性評価について

詳細は，添付－２「伊方発電所３号機 制御棒挿入性の評価における応答倍率法の適用性」参照。
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●制御棒の挿入性評価（中間報告）における鉛直地震動の影響について

「平成10年度 耐震設計高度化調査 原子炉建屋・機器の水平・上下応答特性評価法の調査 報告書」
（平成11年3月，(財)原子力発電技術機構）において，模擬地震動（M7.0，⊿20km）に対するＰＷＲ建屋に
対する地震応答解析結果を用いて，制御棒挿入性解析における鉛直地震動による遅れ時間を評価している。

その結果，原子炉容器頂部の鉛直方向応答加速度が１Ｇ以下（最大加速度値：約166ガル（下向き）
［NUPEC解析条件］）（参考）であれば，安全側に加速度最大値が上向き，かつ，制御棒クラスタ駆動装置保持コ
イルの電源しゃ断から落下開始までの時間（約5/100秒）にわたって，最大加速度が継続して作用すると仮定
した評価を行っても，本報告書に示すように，鉛直地震動を考慮することによる制御棒の挿入時間遅れは僅
かであることを確認している。 （表－１参照）

（参考）伊方３号機の基準地震動Ｓsに対する原子炉容器頂部の鉛直方向応答加速度値：０．７Ｇ以下

＋０．１０（水平＋０．０２）水平地震＋鉛直地震

＋０．０８水平地震

ベース通常運転時

挿入時間遅れ挿入時間解析条件

表－１ 挿入時間解析結果
（単位：秒）

（NIPEC報告書より転記）

【参考文献】

・(財)原子力発電技術機構(1999)：平成10年度 耐震設計高度化調査

原子炉建屋・機器の水平・上下応答特性評価法の調査 報告書

[5]応答倍率法による制御棒の挿入性評価について

詳細は，添付－２「伊方発電所３号機 制御棒挿入性の評価における応答倍率法の適用性」参照。
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（NUPEC報告書抜粋）

●制御棒の挿入性評価（中間報告）における鉛直地震動の影響について

[5]応答倍率法による制御棒の挿入性評価について

詳細は，添付－２「伊方発電所３号機 制御棒挿入性の評価における応答倍率法の適用性」参照。
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●検討方針
応答倍率法の適用に際して，各種の条件整理を行い，各種｢応答比｣算定法による比較検討，既往評価の結果等

における荷重分析（耐震安全性に影響する荷重（地震荷重，それ以外）を分析）を踏まえた考察，応答比｢SRSS/絶
対値和，鉛直下向き｣の詳細分析および中間報告の評価対象施設に対する適用性を検討。

●検討項目
① 各種「応答比」算定法による評価結果との比較
② 既往評価結果（工認時の耐震計算書）における荷重分析
③ 中間報告と荷重分析結果に基づく簡易式による評価結果との比較

●検討結果
①新耐震指針に照らした耐震安全性評価においては，鉛直方向の地震力が静的震度から鉛直地震動に基づく評
価に変更となったため，鉛直方向のみの加速度で算定した応答比は大きめの値を与える。（表－１，図－１参照）
耐震安全性評価に影響する荷重（地震荷重，その他）を分析し，合理的に適用することが望ましい。

②中間報告の評価対象設備，評価対象部位については，鉛直方向の地震力が地震力の総和に占める割合（寄与
率）は最大でも20%程度であり，鉛直方向の地震力に比べ水平方向の地震力が支配的であることを確認。

（表－２，図－２参照）
③中間報告の評価対象設備，評価対象部位について，荷重成分ごとの寄与率と荷重成分ごとの応答比を考慮して

応力等の発生値を簡易評価した結果，中間報告において報告された発生値と同等か，またはそれを下回ること
を確認。 （表－３，４参照）

→以上より，合理的に安全側の数値を算定するための｢条件整理｣を行い，その範囲で応答倍率法を適用すること
が可能と考える。
なお，制御棒挿入性の評価に関しては，評価に与える影響が支配的と考えられる水平方向の地震入力レベル等
に着目した場合、既往の知見の適用範囲内であり，中間報告の制御棒挿入性の評価において応答倍率法を適用
することは可能と考える。

[6]応答倍率法による評価結果の安全性について

詳細は，添付－３「伊方発電所３号機 応答倍率法による評価について」参照。
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表－１ 各種「応答比」算定法による検討結果（数値データ）

① 各種「応答比」算定法による評価結果との比較

[6]応答倍率法による評価結果の安全性について

SRSS/絶対値和
(自重考慮　鉛直下向)

SRSS/絶対値和
(自重考慮　鉛直上向)

SRSS/絶対値和
(自重考慮無し)

SRSS/SRSS
(自重考慮)

SRSS/SRSS
(自重考慮無し)

水平方向のみ
鉛直方向のみ
（自重考慮）

鉛直方向のみ
（自重考慮無し）

絶対値和/絶対値和
(自重考慮)

絶対値和/絶対値和
(自重考慮無し)

－

26.2 27.9 20.9 31.8 39.5 37.8 27.4 50.0 37.8 44.9

47.5

－

5.4 5.7 4.8 6.1 7.5 6.7 5.3 14.4 7.8 8.6

8.1

－

8.5 9.1 6.8 10.3 12.8 12.3 8.9 16.3 12.3 14.6

39.9

－

11.4 11.9 10.0 12.9 15.8 14.2 11.0 30.4 16.5 18.2

35.5

－

0.1/1.0 0.1/1.0 0.1/0.7 0.1/0.8 0.2/1.1 0.1/1.0 0.1/1.0 0.2/1.2 0.2/1.1 0.2/1.1

21.5

－

16.2※ 18.0 19.7 17.5 77.5 23.1

35.0

－

6.1 6.1 3.9 5.6 7.3 6.3 5.1 10.6 7.3 7.9

35.8

－

1.97 2.03 2.06 1.99 2.62 2.09

2.5

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ ケース⑥ ケース⑦ ケース⑧ ケース⑨ ケース⑩
：中間報告記載値
：訂正後の工認時評価結果による
　（工認時；15.5）

既往評価結果
（工認時の耐震
　計算結果）

②蒸気発生器
（支持構造物）

応答比

発生値

[kg/mm2]
許容値

[kg/mm2]

応答比

発生値

[kg/mm2]
許容値

[kg/mm2]

①原子炉容器
（支持構造物）

③炉内構造物
（炉心そう）

応答比

発生値

許容値

[kg/mm2]

④一次冷却材管
（本体）

応答比

発生値

[kg/mm2]
許容値

[kg/mm2]

⑤余熱除去ポンプ
（基礎ボルト/
　原動機取付ボルト）

応答比

発生値

[kg/mm2]
許容値

[kg/mm2]

⑥余熱除去設備配管
（本体）

応答比

発生値

[kg/mm2]
許容値

[kg/mm2]

⑦原子炉格納容器
（本体）

応答比

発生値

[kg/mm2]
許容値

[kg/mm2]

⑧制御棒挿入性
（動的機能維持）

応答比

発生値
[秒]

許容値
[秒]

47.5

8.1
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図－１ 各種「応答比」算定法による検討結果（相対比較）[1/2] 

① 各種「応答比」算定法による評価結果との比較

[6]応答倍率法による評価結果の安全性について

原子炉容器支持構造物

0.0
5.0

10.0

15.0
20.0
25.0
30.0

35.0
40.0
45.0
50.0

55.0
60.0

発
生

値
[
k
g
/
m
m

2 ]

工認時発生値

ケース①

ケース②

ケース③

ケース④

ケース⑤

ケース⑥

ケース⑦

ケース⑨

ケース⑩

工認 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑨ ⑩
許容値

許容値

蒸気発生器支持構造物

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

発
生
値

[
k
g
/
m
m

2 ]

工認時発生値

ケース①

ケース②

ケース③

ケース④

ケース⑤

ケース⑥

ケース⑦

ケース⑨

ケース⑩

許容値
工認 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑨ ⑩

炉内構造物炉心そう

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

発
生
値

[
k
g
/
m
m

2 ]

工認時発生値

ケース①

ケース②

ケース③

ケース④

ケース⑤

ケース⑥

ケース⑦

ケース⑨

ケース⑩

許容値

工認 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑨ ⑩

一次冷却材管本体

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

発
生

値
[
k
g
/
m
m

2
]

工認時発生値

ケース①

ケース②

ケース③

ケース④

ケース⑤

ケース⑥

ケース⑦

ケース⑨

ケース⑩

工認 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑨ ⑩
許容値

余熱除去ポンプ基礎ボルト

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

発
生

値
[
k
g
/
m
m

2 ]

工認時発生値

ケース①

ケース②

ケース③

ケース④

ケース⑤

ケース⑥

ケース⑦

ケース⑨

ケース⑩

許容値

[21.5kg/mm2]工認 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑨ ⑩

☆応答比ケース

ケース① ケース④ ケース⑦ ケース⑩

ケース② ケース⑤ ケース⑧

ケース③ ケース⑥ ケース⑨
ASsH:基準地震動Ss(水平)
AS2H:基準地震動S2(水平)
ASsV:基準地震動Ss(鉛直)
AS2V:基準地震動S2(鉛直)

)1()(
)1()(

22

22

VASHAS
VASHAS SS

++
++

)1()(
)1()(

22

22

VASHAS
VASHAS SS

−+
−+

)()(
)()(

22

22

VASHAS
VASHAS SS

+

+

2
2

2
2

22

)1()(

)1()(

VASHAS

VASHAS SS

++

++

2
2

2
2

22

)()(

)()(

VASHAS

VASHAS SS

+

+

HAS
HAS S

2

VAS
VAS S

21
1
+
+

VAS
VASS

2

)1()(
)1()(

22 VASHAS
VASHAS SS

++
++

)()(
)()(

22 VASHAS
VASHAS SS

+
+

余熱除去ポンプ原動機取付ボルト

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

発
生

値
[
k
g
/
m
m

2 ]

工認時発生値

ケース①

ケース②

ケース③

ケース④

ケース⑤

ケース⑥

ケース⑦

ケース⑨

ケース⑩

許容値

[21.5kg/mm2]工認 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑨ ⑩



150

☆応答比ケース

ケース① ケース④ ケース⑦ ケース⑩

ケース② ケース⑤ ケース⑧

ケース③ ケース⑥ ケース⑨
ASsH:基準地震動Ss(水平)
AS2H:基準地震動S2(水平)
ASsV:基準地震動Ss(鉛直)
AS2V:基準地震動S2(鉛直)

)1()(
)1()(

22

22

VASHAS
VASHAS SS

++
++

)1()(
)1()(

22

22

VASHAS
VASHAS SS

−+
−+

)()(
)()(

22

22

VASHAS
VASHAS SS

+

+

2
2

2
2

22

)1()(

)1()(

VASHAS

VASHAS SS

++

++

2
2

2
2

22

)()(

)()(

VASHAS

VASHAS SS

+

+

HAS
HAS S

2

VAS
VAS S

21
1
+
+

VAS
VASS

2

)1()(
)1()(

22 VASHAS
VASHAS SS

++
++

)()(
)()(

22 VASHAS
VASHAS SS

+
+

図－１ 各種「応答比」算定法による検討結果（相対比較）[2/2] 

① 各種「応答比」算定法による評価結果との比較
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表－２ 評価対象設備の荷重分析結果

② 既往評価結果（工認時の耐震計算書）における荷重分析

[6]応答倍率法による評価結果の安全性について

水平地震 100
鉛直地震 0

自重 0

その他※１ 0
水平地震 100
鉛直地震 0

自重 0

その他※１ 0

水平地震 43.6
鉛直地震 1.8

自重 6

その他
※１ 48.6

水平地震※２ 71.8/82.1

鉛直地震※２ 28.2/17.9

自重
※２ -97.1/-61.7

その他※１ 0/0
水平地震 87.9
鉛直地震 2.4

自重 9.7

その他※１ 0

※１：その他とは，地震荷重および自重による応力以外（内圧，機械荷重等）をいう。

※２：転倒モーメントに占める水平・鉛直地震荷重の比率を示す。
　　　なお，自重は復元モーメントとして，転倒モーメントを相殺する効果がある。

地震時発生応力への荷重比率
[％]

地震荷重

その他※１

20

80

⑦原子炉格納容器
（本体）

④一次冷却材管
（本体）

⑤余熱除去ポンプ
（基礎ボルト／
　原動機取付ボルト）

③炉内構造物
（炉心そう）

②蒸気発生器
（支持構造物）

評価対象施設

①原子炉容器
（支持構造物）
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図－２ 各種「応答比」算定法における適用可能範囲について[1/2]  

② 既往評価結果（工認時の耐震計算書）における荷重分析

[6]応答倍率法による評価結果の安全性について
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図－２ 各種「応答比」算定法における適用可能範囲について[2/2]  

② 既往評価結果（工認時の耐震計算書）における荷重分析

[6]応答倍率法による評価結果の安全性について
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※2：訂正後の工認時評価結果による（工認時：15.5）
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評価方法 基礎ボルト
①詳細
②S/絶(1+V)
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0.8
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⑦MAX(H,V)
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許容値
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 【5.6】

⑤S/S
 【6.3】

⑥MAX(H,1+V)
 【10.6】

許容値
 【35.8】

工認時発生値
 【6.1】
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表－３ 機器・配管系の構造強度評価結果（簡易式による評価結果との比較検討）

③ 中間報告と荷重分析結果に基づく簡易式による評価結果との比較

[6]応答倍率法による評価結果の安全性について

21051010一次応力
原動機取付
ボルト※７

35150500.825600.854(1)※１一次応力本 体⑧原子炉格納容器

4652692691.0442741.064一次応力支持構造物⑦原子炉容器
閉じ込める

3431681711.1021761.141一次応力本 体⑥余熱除去設備配管

210－※６1
0.925

1
0.767(1)※１

一次応力基礎ボルト

⑤余熱除去ポンプ

3481121080.9641171.039一次応力本 体④一次冷却材管

7952520.964561.039一次応力支持構造物③蒸気発生器

冷やす

391（91※５）881.044901.064一次応力炉心そう①炉内構造物止める

発生値
[N/mm2]

発生値
[N/mm2]応答比

発生値※２

[N/mm2]応答比

評価基準値
[N/mm2]

簡易式に
よる評価※４

水平地震動のみ
による応答比で

評価※３

中間報告における評価値
（水平・鉛直地震動

を考慮）応力分類評価部位評価対象設備区分

構
造
強
度
評
価

※１ 応答比は１以下であるが，評価上は「１」とする。
※２ 水平・鉛直地震動に基づく応答比（SRSS/絶対値和）に基づく評価結果を記載している。
※３ 水平地震動に基づく応答比（新指針BC時/工認時）に基づく評価結果を記載している。

※４ 簡易式による推定値を記載している。

※５ 既往評価結果（工認耐震計算書）から水平・鉛直地震荷重の分解ができないため，地震時発生応力に応答比（SRSS法/SRSS法，自重考慮無し）を乗じて評価。

※６ 規格式に当てはめて計算した結果，基礎ボルトには引張応力は発生しない。
※７ 参考までに，ポンプ本体を除く支持構造物の評価結果を示す。
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σH :工認時発生応力（水平地震力による応力）
σV :工認時発生応力（鉛直地震力による応力）
σL :工認時発生応力（自重＋その他による応力）
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※１ 水平・鉛直地震動に基づく応答比（SRSS/絶対値和）に基づく評価結果を記載している。
※２ 水平地震動に基づく応答比（新指針BC時/工認時）に基づく評価結果を記載している。

※３ 簡易式による推定値を記載している。
tH :工認時発生値（水平地震力による遅れ時間）
tV :工認時発生値（鉛直地震力による遅れ時間）
tL :工認時発生値（自重＋その他による遅れ時間）

※４ 既往評価結果（工認耐震計算書）から水平・鉛直地震力による遅れ時間の分解ができないため，地震時遅れ時間に応答比（SRSS法/SRSS法，自重考慮
無し）を乗じて評価。

※５ 安全評価の解析条件である制御棒クラスタ落下開始から全ストロークの85％挿入までの時間2.20秒に電流遮断時から制御棒クラスタの駆動軸が制御棒
駆動装置のラッチを離れるまでの時間0.30秒を加えた2.50秒を制御棒挿入性の評価における規定時間とする。
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表－４ 制御棒挿入性に関する評価結果（簡易式による評価結果との比較検討）

2.50※５（2.06※４）1.991.1762.031.555挿入時間②制御棒（挿入性）止める

発生値
[秒] 

発生値
[秒] 

応答比
発生値※１

[秒] 
応答比

評価基準値
[秒] 

簡易式に
よる評価※３

水平地震動のみ
よる応答比で

評価※２

中間報告記載値
（水平・鉛直地震動

を考慮）評価項目評価対象設備区分

動
的
機
能
維
持
評
価

③ 中間報告と荷重分析結果に基づく簡易式による評価結果との比較

[6]応答倍率法による評価結果の安全性について
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210
－※５

2110原動機取付ボルト※４

1.371.694652740.053支持構造物原子炉容器

1.511.94（2.23）3431760.085本体余熱除去設備配管

1.252.973481170.112本体一次冷却材管

1.251.4179560.112支持構造物蒸気発生器

1.374.34391900.053炉心そう炉内構造物

351

210

②評価基準値
[N/mm2]

5.85

210

裕度※２

（②/①）

－※５600.161本 体原子炉格納容器

1
0.033以下

基礎ボルト
余熱除去ポンプ

最大
応答比※３

①発生値※１

[N/mm2]
1次固有周期

[秒]
評価部位評価対象設備

■ 動的機能維持評価結果

■ 構造強度評価結果

※１ 中間報告評価結果を示す。
※２ （）内数値は評価基準値より地震以外による発生値を減じた値／地震による発生値を示す。
※３ 設備の各固有周期で最大の応答加速度比（観測波スペクトル／解析波拡幅スペクトル）を示す。
※４ 参考までに，ポンプ本体を除く支持構造物の評価結果を示す。
※５ 比較できる観測波が無いため評価していない。

1.37

最大
応答比※３

1.23
（3.93）

裕度※２

（②／①）

2.52.03
0.063(制御棒ｸﾗｽﾀ駆動装置)
0.035(制御棒ｸﾗｽﾀ案内管)
0.270(燃料集合体)

制御棒(挿入性)

②評価基準値
[秒]

①発生値※１

[秒]
１次固有周期

[秒]
評価対象設備

[7]シミュレーション解析結果に基づく機器評価の影響検討
●検討結果（概要）

芸予地震（2001.3.24）観測波によるものとシミュレーション解析による床応答スペクトルのピークのズレが中間報告
（３号機）評価対象設備の耐震安全性評価結果に与える影響について，耐震安全性評価の裕度と合わせて検討した。

芸予地震観測波が一部の周期帯においてシュミレーション解析結果を上回るが，中間報告評価対象設備の地震応
答解析に及ぼす影響は限定的であり，耐震安全性評価の裕度を考慮すると，耐震安全性評価に支障はないと考える。
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地震観測記録と解析値（拡幅値）の比較 【原子炉容器】

原子炉建屋 I/C 24.0m

床応答スペクトル（水平方向 I/C 24.0m）

1.37

最大応答比※２

1.69

裕度

（②／①）

4652740.053支持構造物原子炉容器

②評価基準値

[N/mm2]

①発生値※１

[N/mm2]

１次固有周期

[秒]
評価部位対象設備

※１ 中間報告評価結果を示す。
※２ 設備の各固有周期で最大の応答加速度比（観測波スペクトル／解析波拡幅スペクトル）を示す。
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[7]シミュレーション解析結果に基づく機器評価の影響検討
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地震観測記録と解析値（拡幅値）の比較 【蒸気発生器】

原子炉建屋 I/C 32.3m

床応答スペクトル（水平方向 I/C 32.3m）

1.25

最大応答比※２

1.41

裕度

（②／①）

79560.112支持構造物蒸気発生器

②評価基準値

[N/mm2]

①発生値※１

[N/mm2]

１次固有周期

[秒]
評価部位対象設備
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　　　最大応答比と
　　　なる固有周期

[7]シミュレーション解析結果に基づく機器評価の影響検討

※１ 中間報告評価結果を示す。
※２ 設備の各固有周期で最大の応答加速度比（観測波スペクトル／解析波拡幅スペクトル）を示す。
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地震観測記録と解析値（拡幅値）の比較 【炉内構造物】

原子炉建屋 I/C 24.0m

床応答スペクトル（水平方向 I/C 24.0m）

1.37

最大応答比※２

4.34

裕度

（②／①）

391900.053炉心そう炉内構造物

②評価基準値

[N/mm2]

①発生値※１

[N/mm2]

１次固有周期

[秒]
評価部位対象設備
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[7]シミュレーション解析結果に基づく機器評価の影響検討

※１ 中間報告評価結果を示す。
※２ 設備の各固有周期で最大の応答加速度比（観測波スペクトル／解析波拡幅スペクトル）を示す。
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地震観測記録と解析値（拡幅値）の比較 【一次冷却材管】

原子炉建屋 I/C 32.3m

床応答スペクトル（水平方向 I/C 32.3m）

1.25

最大応答比※２

2.97

裕度

（②／①）

3481170.112本体一次冷却材管

②評価基準値

[N/mm2]

①発生値※１

[N/mm2]

１次固有周期

[秒]
評価部位対象設備
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　　　最大応答比と
　　　なる固有周期

[7]シミュレーション解析結果に基づく機器評価の影響検討

※１ 中間報告評価結果を示す。
※２ 設備の各固有周期で最大の応答加速度比（観測波スペクトル／解析波拡幅スペクトル）を示す。
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地震観測記録と解析値（拡幅値）の比較 【余熱除去設備配管】

原子炉建屋 I/C 17.0,24.0m

床応答スペクトル（水平方向 I/C 17.0,24.0m包絡）

1.51

最大応答比※３

1.94
（2.23）

裕度※２

（②／①）

3431760.085本体
余熱除去
設備配管

②評価基準値

[N/mm2]

①発生値※１

[N/mm2]

１次固有周期

[秒]
評価部位対象設備

※１ 中間報告評価結果を示す。
※２ （）内は評価基準値より地震以外による中間報告評価結果を減じた値／地震による発生値を示す。
※３ 設備の各固有周期で最大の応答加速度比（観測波スペクトル／解析波拡幅スペクトル）を示す。
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[7]シミュレーション解析結果に基づく機器評価の影響検討
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地震観測記録と解析値（拡幅値）の比較 【制御棒挿入性】

原子炉建屋 I/C 24.0m

床応答スペクトル（水平方向 I/C 24.0m）

1.37

最大応答比※３

1.23

（3.93）

裕度※２

（②／①）

2.52.03
0.063(制御棒ｸﾗｽﾀ駆動装置)
0.035(制御棒ｸﾗｽﾀ案内管)
0.270(燃料集合体)

制御棒挿入性

②評価基準値

[秒]

①発生値※１

[秒]

１次固有周期

[秒]
対象設備

※１ 中間報告評価結果を示す。
※２ （）内は評価基準値より地震以外による発生値を減じた値／地震による発生値を示す。
※３ 設備の各固有周期で最大の応答加速度比（観測波スペクトル／解析波拡幅スペクトル）を示す。
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[7]シミュレーション解析結果に基づく機器評価の影響検討
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